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(57)【要約】
【課題】仕切板保持部の凸部の突出長を抑制し、かつ仕
切板の保持強度を高められるようにする。
【解決手段】容器は仕切板保持部（１５）を有し、仕切
板保持部（１５）は、左右の凸部（１５１）、および左
右の凸部（１５１）の間の、側壁部の内面から外面へ貫
通または非貫通の凹部（１５２）を有し、左右の凸部（
１５１）の相対する一対の内面および凹部（１５２）の
相対する一対の内面によって仕切板を保持可能である。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　平面視略矩形の底壁部と、
　前記底壁部の各側辺部からそれぞれ上方に延びる側壁部とを備える容器において、
　前記側壁部のうちの相対する少なくとも一対には仕切板保持部が形成され、
　前記仕切板保持部は、前記側壁部の内面から前記容器の内方へ突出する左右の凸部、お
よび前記左右の凸部の間に形成され、前記側壁部の内面から外面へ貫通または非貫通の凹
部を有し、前記左右の凸部の相対する一対の内面および前記凹部の相対する一対の内面に
よって仕切板を保持可能であることを特徴とする容器。
【請求項２】
　前記凹部は、前記凹部の上方への前記仕切板の移動を規制する規制壁を上端部に有し、
　前記凸部は上端部が前記凹部の上端部よりも上方に位置し、前記凸部の前記凹部の上端
部よりも上の部分は、対向する前記凸部同士の間隔が上端部へ向って広がった形状の装着
案内部となっていることを特徴とする請求項１に記載の容器。
【請求項３】
　前記側壁部の上辺部に沿って設けられた矩形枠状の上枠部を前記側壁部の上に備え、
　前記側壁部は、相対する一対の第１側壁部および相対する一対の第２側壁部を含み、
　前記第１側壁部は、下辺部が底壁部の側辺部に対して回動可能に連結された下側壁部と
、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結された上側壁部とを有し、
　前記第２側壁部は、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結されており、
　箱型とした組立状態と、前記組立状態から、前記第１側壁部の前記下側壁部、前記第１
側壁部の前記上側壁部および前記第２側壁部を前記容器の内側に回動変位させて折り畳ん
だ折畳状態との状態変更が可能であり、
　前記仕切板保持部は前記第１側壁部に備えられ、
　前記凸部は、前記第２側壁部の回動領域以外の領域に設けられていることを特徴とする
請求項１または２に記載の容器。
【請求項４】
　前記側壁部の上辺部に沿って設けられた矩形枠状の上枠部を前記側壁部の上に備え、
　前記側壁部は、相対する一対の第１側壁部および相対する一対の第２側壁部を含み、
　前記第１側壁部は、下辺部が底壁部の側辺部に対して回動可能に連結された下側壁部と
、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結された上側壁部とを有し、
　前記第２側壁部は、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結されており、
　箱型とした組立状態と、前記組立状態から、前記第１側壁部の前記下側壁部、前記第１
側壁部の前記上側壁部および前記第２側壁部を前記容器の内側に回動変位させて折り畳ん
だ折畳状態との状態変更が可能であり、
　前記仕切板保持部は前記第１側壁部に備えられ、
　前記第２側壁部は、回動した場合に前記凸部との干渉を回避する凸部回避部を備えてい
ることを特徴とする請求項１または２に記載の容器。
【請求項５】
　前記凸部は、前記容器が前記折畳状態である場合に、折り畳まれた前記一対の第２側壁
部の下辺部の間に位置することを特徴とする請求項３または４に記載の容器。
【請求項６】
　前記下側壁部は、左右両側の側部に、前記組立状態の場合に前記第２側壁部方向へ突出
し、前記容器を組立状態とした場合に前記第２側壁部の外面と当接または近接する受壁部
と、前記組立状態の場合に前記受壁部の先端部から前記第１側壁部の横幅方向中央部に向
って突出する係止突起とを有し、
　前記第２側壁部は、前記組立状態の場合に、前記係止突起が挿入される被係止部を有し
、
　前記仕切板保持部は前記下側壁部に形成され、
　前記下側壁部の前記仕切板保持部の前記凸部の突出長は、前記下側壁部の内面から前記
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係止突起の先端までの長さ以下であることを特徴とする請求項３から５のいずれか１項に
記載の容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、側壁部の内面に仕切板保持部を有する容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、側壁部の内面に仕切板保持部を有する容器が市販されている。特許文献１に開示
されている容器は、矩形の底壁部および４つの側壁部を有し、各側壁部の内面に仕切板保
持部を有する。この仕切板保持部は、容器の内方に突出し、上下方向に延びる２本の凸部
（凸条）、および２本の凸部の間の縦溝を有する。縦溝は、２本の凸部によって形成され
、仕切板を保持するようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実開平０７－０２２９３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記従来の構成では、次のような問題がある。すなわち、仕切板保持部
による仕切板の保持強度を高めるためには、容器内方への凸部の突出長を長くして仕切板
のかかり量を増やす必要がある。しかしながら、このようにすれば、凸部が内容物の邪魔
になる、凸部が内容物を傷つける、凸部の存在により容器の実質的な容量が減少する等の
問題を生じる。
【０００５】
　本発明の一態様は、仕切板保持部の凸部の突出長を抑制し、かつ仕切板の保持強度を高
めることができる容器を実現することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の課題を解決するために、本発明の一態様に係る容器は、平面視略矩形の底壁部と
、前記底壁部の各側辺部からそれぞれ上方に延びる側壁部とを備える容器において、前記
側壁部のうちの相対する少なくとも一対には仕切板保持部が形成され、前記仕切板保持部
は、前記側壁部の内面から容器の内方へ突出する左右の凸部、および前記左右の凸部の間
に形成され、前記側壁部の内面から外面へ貫通または非貫通の凹部を有し、前記左右の凸
部の相対する一対の内面および前記凹部の相対する一対の内面によって仕切板を保持可能
である。
【０００７】
　上記の容器において、前記凹部は、前記凹部の上方への前記仕切板の移動を規制する規
制壁を上端部に有し、前記凸部は上端部が前記凹部の上端部よりも上方に位置し、前記凸
部の前記凹部の上端部よりも上の部分は、対向する前記凸部同士の間隔が上端部へ向かっ
て広がった形状の装着案内部となっている構成としてもよい。なお、上記の容器は、樹脂
製の容器であり、前記仕切板保持部は、容器の上下方向の中央位置より上方位置に形成さ
れている構成としてもよい。
【０００８】
　上記の容器は、前記側壁部の上辺部に沿って設けられた矩形枠状の上枠部を前記側壁部
の上に備え、前記側壁部は、相対する一対の第１側壁部および相対する一対の第２側壁部
を含み、前記第１側壁部は、下辺部が底壁部の側辺部に対して回動可能に連結された下側
壁部と、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結された上側壁部とを有し、前記第２
側壁部は、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結されており、箱型とした組立状態
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と、前記組立状態から、前記第１側壁部の前記下側壁部、前記第１側壁部の前記上側壁部
および前記第２側壁部を前記容器の内側に回動変位させて折り畳んだ折畳状態との状態変
更が可能であり、前記仕切板保持部は前記第１側壁部に備えられ、前記凸部は、前記第２
側壁部の回動領域以外の領域に設けられている構成としてもよい。
【０００９】
　上記の容器は、前記側壁部の上辺部に沿って設けられた矩形枠状の上枠部を前記側壁部
の上に備え、前記側壁部は、相対する一対の第１側壁部および相対する一対の第２側壁部
を含み、前記第１側壁部は、下辺部が底壁部の側辺部に対して回動可能に連結された下側
壁部と、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結された上側壁部とを有し、前記第２
側壁部は、上辺部が前記上枠部に対して回動可能に連結されており、箱型とした組立状態
と、前記組立状態から、前記第１側壁部の前記下側壁部、前記第１側壁部の前記上側壁部
および前記第２側壁部を前記容器の内側に回動変位させて折り畳んだ折畳状態との状態変
更が可能であり、前記仕切板保持部は前記第１側壁部に備えられ、前記第２側壁部は、回
動した場合に前記凸部との干渉を回避する凸部回避部を備えている構成としてもよい。
【００１０】
　上記の容器において、前記凸部は、容器が前記折畳状態である場合に、折り畳まれた前
記一対の第２側壁部の下辺部の間に位置する構成としてもよい。
【００１１】
　上記の容器において、前記下側壁部は、左右両側の側部に、前記組立状態の場合に前記
第２側壁部方向へ突出し、容器を組立状態とした場合に前記第２側壁部の外面と当接また
は近接する受壁部と、前記組立状態の場合に前記受壁部の先端部から前記第１側壁部の横
幅方向中央部に向って突出する係止突起とを有し、前記第２側壁部は、前記組立状態の場
合に、前記係止突起が挿入される被係止部を有し、前記仕切板保持部は前記下側壁部に形
成され、前記下側壁部の前記仕切板保持部の前記凸部の突出長は、前記下側壁部の内面か
ら前記係止突起の先端までの長さ以下である構成としてもよい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の一態様によれば、仕切板保持部の凸部の突出長を抑制し、かつ仕切板の保持強
度を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施形態の容器である組立状態の折畳コンテナに仕切板を装着した状態
の斜視図、および前記折畳コンテナから仕切板を抜脱した状態の斜視図である。
【図２】図１に示した折畳コンテナの折り畳み途中の状態を示す斜視図、および前記折畳
コンテナの折畳状態を示す斜視図である。
【図３】図１に示した仕切板保持部の斜視図、前記斜視図におけるＥ－Ｅ断面図（仕切板
が無の状態）、前記斜視図におけるＥ－Ｅ断面図（仕切板が有の状態）、前記斜視図にお
けるＦ－Ｆ断面図（仕切板が無の状態）、および前記斜視図におけるＦ－Ｆ断面図（仕切
板が有の状態）である。
【図４】図１におけるＡ－Ａ断面図およびＢ－Ｂ断面図である。
【図５】図１におけるＣ－Ｃ断面図である。
【図６】図２に示した折畳コンテナの折畳状態におけるＤ－Ｄ断面図である。
【図７】図１に示した仕切板の斜視図、および仕切板の左右の一方の側部の拡大図である
。
【図８】上段の図は、本発明の他の実施形態の容器である組立状態の折畳コンテナの図４
の右側の図に対応する位置の縦断面、下段の左側の図は、この折畳コンテナの正面の模式
図および正面の縦断面の模式図、下段の右側の図は、第２側壁部の正面の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　〔実施形態１〕
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　以下、本発明の一実施形態について、詳細に説明する。図１は、本実施形態の容器であ
る組立状態の折畳コンテナ１に仕切板２を装着した状態の斜視図、および折畳コンテナ１
から仕切板２を抜脱した状態の斜視図である。図２は、図１に示した折畳コンテナ１の折
り畳み途中の状態を示す斜視図、および折畳コンテナ１の折り畳みを完了した折畳状態を
示す斜視図である。
【００１５】
　（折畳コンテナ１の概要）
　図１に示すように、折畳コンテナ１は、上面が開口した直方体形状であり、仕切板２を
装着することにより内部を区画可能である。また、折畳コンテナ１は、組立状態かつ仕切
板２を抜脱した状態から、図２に示すように、折畳状態に折り畳み可能である。折畳コン
テナ１および仕切板２は、例えばポリプロピレンからなる樹脂製である。
【００１６】
　折畳コンテナ１は、底壁部１１、第１側壁部１２、第２側壁部１３および上枠部１４を
備えている。底壁部１１は、平面視略矩形であり、折畳コンテナ１の底部に位置する。第
１側壁部１２および第２側壁部１３は、相対する一対が底壁部１１の側辺部からそれぞれ
上方に延びている。第１側壁部１２は、折畳コンテナ１の長手方向に沿う側壁部であり、
第２側壁部１３は折畳コンテナ１の幅方向に沿う側壁部である。上枠部１４は、矩形枠状
であり、第１側壁部１２および第２側壁部１３の上辺部に沿って設けられている。
【００１７】
　（上枠部１４）
　図１に示すように、上枠部１４は、一対の長辺部１４１および一対の短辺部１４２を有
する。長辺部１４１における仕切板２の装着領域の近辺部分は、仕切板２を折畳コンテナ
１の上方から折畳コンテナ１の内部へ装着可能なように、第１側壁部１２の内面よりも折
畳コンテナ１の内方へ張り出さないように形成されている。また、上枠部１４は、長辺部
１４１と短辺部１４２とが交わるコーナー部に、コーナー凹部１４３を有する。コーナー
凹部１４３には、折畳コンテナ１を積み上げたときに、上側の折畳コンテナ１の下面のコ
ーナー凸部（図示せず）が嵌合される。
【００１８】
　（第１側壁部１２）
　図１に示すように、第１側壁部１２は、本実施形態において、上下方向の略中央で上第
１側壁部（上側壁部）１２１と下第１側壁部（下側壁部）１２２とに２分割されている。
なお、第１側壁部１２は、３分割以上に分割されていてもよい。
【００１９】
　上第１側壁部１２１は上枠部１４に上ヒンジ部１２３により回動可能に連結され、下第
１側壁部１２２は底壁部１１に下ヒンジ部１２４により回動可能に連結されている。上第
１側壁部１２１と下第１側壁部１２２とは、中間ヒンジ部１２５により回動可能に連結さ
れている。
【００２０】
　上第１側壁部１２１および下第１側壁部１２２には、例えば長手方向の中央部に、仕切
板保持部１５が形成されている。仕切板保持部１５は、仕切板２を保持可能なように、相
対する左右の上第１側壁部１２１、および相対する左右の下第１側壁部１２２において、
折畳コンテナ１を横切る同一平面内に位置している。なお、仕切板保持部１５は、上第１
側壁部１２１と下第１側壁部１２２の少なくとも一方に形成されていればよい。さらに、
仕切板保持部１５は、一対の第２側壁部１３にも形成されていてもよい。
【００２１】
　図２および後述の図５に示すように、本実施形態において、上第１側壁部１２１および
下第１側壁部１２２は、左右両側の側部に、受壁部１２６および係止突起１２７を有して
いる。受壁部１２６は、第２側壁部１３方向へ突出し、折畳コンテナ１を組立状態とした
場合に第２側壁部１３の外面と当接または近接する。上第１側壁部１２１の係止突起１２
７は、上第１側壁部１２１の受壁部１２６の先端部から上第１側壁部１２１の横幅方向中
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央部に向って突出している。同様に、下第１側壁部１２２の係止突起１２７は、下第１側
壁部１２２の受壁部１２６の先端部から下第１側壁部１２２の横幅方向中央部に向って突
出している。なお、受壁部１２６および係止突起１２７は、下第１側壁部１２２のみが有
していてもよい。
【００２２】
　（仕切板保持部１５）
　図３は、図１に示した仕切板保持部１５の斜視図、前記斜視図におけるＥ－Ｅ断面図（
仕切板２が無の状態）、前記斜視図におけるＥ－Ｅ断面図（仕切板２が有の状態）、前記
斜視図におけるＦ－Ｆ断面図（仕切板２が無の状態）、および前記斜視図におけるＦ－Ｆ
断面図（仕切板２が有の状態）である。
【００２３】
　図３に示すように、仕切板保持部１５は、上下方向に延びる左右の凸部１５１、および
これら凸部１５１の間の凹部１５２を有している。凸部１５１は、上第１側壁部１２１お
よび下第１側壁部１２２の内面から折畳コンテナ１の内方へ突出し、内方への突出長が凹
部１５２から左右へ離れるにしたがって漸次短くなっている。
【００２４】
　凸部１５１は上端部が凹部１５２の上端部よりも上方に位置し、凸部１５１の凹部１５
２の上端部よりも上の部分は、対向する凸部１５１同士の間隔が上端部へ向かって漸次広
がった形状の装着案内部１５３となっている。これにより、折畳コンテナ１の上方から仕
切板２を仕切板保持部１５に装着する場合、仕切板２は装着案内部１５３に案内されて容
易に仕切板保持部１５に装着することができる。
【００２５】
　凹部１５２は、折畳コンテナ１の内面から外面へ向かって凹状となっている。図１に示
すように、凹部１５２の形成位置の折畳コンテナ１の外面は、膨出した状態となっている
。凹部１５２は、凹部１５２の上方への仕切板２の移動を規制する規制壁１５４を上端部
に有している。本実施形態において、規制壁１５４は、凹部１５２の上下方向中央部の最
も深い部分に向って緩やかに傾斜している。なお、本実施形態において、凹部１５２は上
第１側壁部１２１および下第１側壁部１２２を非貫通であるが、貫通していてもよい。
【００２６】
　仕切板保持部１５は、上記の構成により、左右の凸部１５１の相対する一対の内面およ
び凹部１５２の相対する一対の内面によって仕切板２を保持可能である。したがって、折
畳コンテナ１は、収容物等への影響を極力抑えつつ、仕切板２の保持量（かかり量）を増
やすことができる。これにより、折畳コンテナ１は、仕切板保持部１５の凸部１５１の突
出長を抑制し、かつ仕切板２の保持強度を高めることができる。すなわち、折畳コンテナ
１は、内容物への傷つけを防止し、内容量の減少を抑えつつ仕切板２の取付強度を高める
ことができる。
【００２７】
　（第２側壁部１３）
　図４は、図１におけるＡ－Ａ断面図およびＢ－Ｂ断面図である。図５は、図１における
Ｃ－Ｃ断面図である。なお、図５では、下第１側壁部１２２の受壁部１２６および係止突
起１２７とそれら受壁部１２６および係止突起１２７に対応する被係止部１３２を示して
いる。
【００２８】
　図４に示すように、第２側壁部１３は上枠部１４に上ヒンジ部１３１により回動可能に
連結されている。これにより、折畳コンテナ１を折畳状態とする場合に、第２側壁部１３
を回動させ、図２に示すように、左右の第２側壁部１３を水平状態に配置できるようにな
っている。
【００２９】
　図４に示すように、仕切板保持部１５の凸部１５１は、第２側壁部１３の回動領域以外
の領域に設けられている。したがって、折畳コンテナ１は、折畳状態とする場合に、第２
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側壁部１３が凸部１５１と干渉することが無く、円滑に折畳状態とすることができる。
【００３０】
　図５に示すように、第２側壁部１３は、上第１側壁部１２１および下第１側壁部１２２
の受壁部１２６および係止突起１２７に対応して、被係止部１３２を有している。被係止
部１３２は、第２側壁部１３の内面側から外面方向へ受壁部１２６および係止突起１２７
と係合するように突出している。したがって、折畳コンテナ１が組立状態の場合、被係止
部１３２は受壁部１２６および係止突起１２７と係合する。これにより、折畳コンテナ１
は、組立状態を安定に維持することができる。なお、第２側壁部１３は、下第１側壁部１
２２のみが受壁部１２６および係止突起１２７を有している場合、それら受壁部１２６お
よび係止突起１２７のみに対応して被係止部１３２を有していればよい。
【００３１】
　（折畳状態での左右の第２側壁部１３と仕切板保持部１５の凸部１５１との関係）
　図６は、図２に示した折畳コンテナ１の折畳状態におけるＤ－Ｄ断面図である。図６に
示すように、折畳コンテナ１の折畳状態において、仕切板保持部１５の凸部１５１は、左
右の第２側壁部１３の下辺部の間に位置する。したがって、折畳コンテナ１の折畳状態に
おいて、第２側壁部１３と仕切板保持部１５の凸部１５１とは干渉することがない。これ
により、折畳コンテナ１は、折畳状態において、高さが高くなって嵩張る事態を回避する
ことができる。
【００３２】
　（折畳状態での仕切板保持部１５の凸部１５１と係止突起１２７との関係）
　下第１側壁部１２２が受壁部１２６および係止突起１２７を有する場合、これら受壁部
１２６および係止突起１２７に対応して、第２側壁部１３は被係止部１３２を有する。こ
の場合、図６に示すように、折畳コンテナ１の折畳状態において、下第１側壁部１２２の
仕切板保持部１５の凸部１５１の突出長は、下第１側壁部１２２の内面から係止突起１２
７の先端までの長さ以下である。したがって、折畳コンテナ１の折畳状態において、仕切
板保持部１５の凸部１５１が係止突起１２７よりも長く突出して底壁部１１に当接するこ
とがない。これにより、折畳コンテナ１は、折畳状態において、高さが高くなって嵩張る
事態を回避することができる。
【００３３】
　（底壁部１１）
　図１に示すように、底壁部１１は、上面に２個の仕切板保持部１６を有している。仕切
板保持部１６は、仕切板２を保持可能なように、折畳コンテナ１を横切り、仕切板保持部
１５が存在する平面と同一平面内に位置している。
【００３４】
　（仕切板２）
　図７は、図１に示した仕切板２の斜視図、および仕切板２の左右の一方の側部の拡大図
である。
【００３５】
　図７に示すように、仕切板２は、横方向へ突出する上保持凸部２１および下保持凸部２
２を左右の側縁部に有し、下方へ突出する２個の下保持凸部２３を下縁部に有している。
上保持凸部２１は、上第１側壁部１２１の仕切板保持部１５に対応し、下保持凸部２２は
、下第１側壁部１２２の仕切板保持部１５に対応し、下保持凸部２３は、底壁部１１の仕
切板保持部１６に対応する。下保持凸部２２の突出長は、上保持凸部２１よりも短くなっ
ている。これにより、仕切板２を折畳コンテナ１の上方から下方へ移動させて仕切板保持
部１５に装着する場合、仕切板２の移動を円滑に行うことができ、仕切板保持部１５すな
わち折畳コンテナ１に対して仕切板２を容易に装着することができる。
【００３６】
　（折畳コンテナ１の折り畳み）
　折畳コンテナ１を折り畳む場合には、仕切板２を抜脱し、組立状態から、図２に示すよ
うに、一対の第２側壁部１３を内側に（回動変位させて）押し込み、上枠部１４内に折り
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畳む。次に、第１側壁部１２を内側に（回動変位させて）二つ折りに折り畳む。これによ
り、折畳コンテナ１は折畳状態となる。
【００３７】
　（折畳コンテナ１の組み立て）
　折畳コンテナ１を組み立てる場合には、折畳状態から、上枠部１４を底壁部１１に対し
て上方に持ち上げる。これにより、一対の第１側壁部１２の上第１側壁部１２１および下
第１側壁部１２２が開き、一対の第２側壁部１３が自重で下方に回動して一対の第１側壁
部１２の間に入り込む。次に、一対の第２側壁部１３を内側から押して下方まで回動させ
ると、上第１側壁部１２１および下第１側壁部１２２の受壁部１２６および係止突起１２
７に第２側壁部１３の被係止部１３２が係合する。これにより、折畳コンテナ１は組立状
態となる。つまり、折畳コンテナ（容器）１は、組立状態と折畳状態との状態変更が可能
である。
【００３８】
　（折畳コンテナ１への仕切板２の装着）
　仕切板２は、組立状態の折畳コンテナ１に対して、必要に応じて装着することができる
。仕切板２を装着する場合には、折畳コンテナ１の上方から仕切板２を折畳コンテナ１の
内部に挿入し、上第１側壁部１２１および下第１側壁部１２２の仕切板保持部１５に仕切
板２の上保持凸部２１および下保持凸部２２を装着し、底壁部１１の仕切板保持部１６に
仕切板２の下保持凸部２３を装着する。これにより、上第１側壁部１２１および下第１側
壁部１２２の仕切板保持部１５、ならびに底壁部１１の仕切板保持部１６によって仕切板
２を保持する。この場合、仕切板２の下方への移動、すなわち仕切板保持部１５の凹部１
５２に対する仕切板２の上保持凸部２１および下保持凸部２２の移動は、仕切板保持部１
５の装着案内部１５３によって案内される。
【００３９】
　〔実施形態２〕
　本発明の他の実施形態について以下に説明する。図８は、本実施形態の容器である組立
状態の折畳コンテナ３の図４に対応する位置の縦断面、折畳コンテナ３の正面および正面
の縦断面の模式図、ならびに第２側壁部３３の正面の模式図である。
【００４０】
　図８に示すように、折畳コンテナ３は、折畳コンテナ１の第２側壁部１３に代えて第２
側壁部３３を備えている。第２側壁部３３は、切欠き状の凸部回避部３３１を有する。凸
部回避部３３１は、例えば下第１側壁１２２に設けられた仕切板保持部１５の凸部１５１
が第２側壁部３３の回動領域内に存在する場合、回動する第２側壁部３３と凸部１５１と
の干渉を回避する位置に形成される。これにより、折畳コンテナ３は、第２側壁部３３が
凸部１５１と干渉することなく、円滑に折畳状態とすることができる。
【００４１】
　なお、折畳コンテナ３を組立状態とした場合に、凸部回避部３３１によって第２側壁部
３３に生じる孔は、第２側壁部３３の面方向への受壁部１２６の突出長を長くすることに
より、受壁部１２６によって塞ぐことができる。折畳コンテナ３のその他の構成は、折畳
コンテナ１と同様である。
【００４２】
　また、折畳コンテナ３においても、例えば上第１側壁部１２１の長手方向の中央部に仕
切板保持部１５が形成されている場合、その仕切板保持部１５の凸部１５１は、図６に示
した折畳コンテナ１の場合と同様、折畳状態において左右の第２側壁部３３の下辺部の間
に位置する。この場合にも、折畳コンテナ３は、折畳状態において、高さが高くなって嵩
張る事態を回避することができる。
【００４３】
　本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の
変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて
得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
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【符号の説明】
【００４４】
１，３　　折畳コンテナ（容器）
　　２　　仕切板
　１１　　底壁部
　１２　　第１側壁部
１３，３３　　第２側壁部
　１４　　上枠部
１５，１６　　仕切板保持部
　２１　　上保持凸部
　２２　　下保持凸部
　２３　　下保持凸部
１２１　　上第１側壁部（上側壁部）
１２２　　下第１側壁部（下側壁部）
１２６　　受壁部
１２７　　係止突起
１３２　　被係止部
１５１　　凸部
１５２　　凹部
１５３　　装着案内部
１５４　　規制壁
３３１　　凸部回避部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】
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